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     工場概要 

住  所 〒587-0042 大阪府堺市美原区木材通4丁目15番 5号 

従業員数 ３９２名 

敷地面積 本 工 場 １６２４８㎡(工業専用地域) 

 東 工 場  ６７１７㎡(準工業地域) 

 

       事業概要 

事業内容 農業用機械部品(油圧機器、その他精密機械部品)の設計及び製造と販売 

主要製品 C18用シリーズ HST一体型ミッション 

 RTV900搭載用HST一体型ミッション 

 

 

 

 

 

 

油圧製品 

 

工場変遷 

昭和22年(1947) 旭産業㈱設立 

昭和 48年(1973)  旭産業㈱よりクボタ精機㈱に社名変更 

昭和 49年(1974)  （株）クボタ宇都宮、筑波工場向け部品供給のため、子会社関東ク

ボタ精機㈱を設立 

平成 12年(2000)  事業構造改革元年と位置付け、HST*1事業を立ち上げた。 

平成 13年(2001)  建設機械用油圧モータ、2002年度はKMA社*2向けバルブ事業

を受注し、2003 年度トランスミッション、2004 年度はポンプ

事業に進出し、油圧機器専業メーカとして、事業構造改革、企業体

質強化に全社をあげて強力に推進している。 

平成 13年(2001) 資本金を3億円から4.8 億円に増資した。 

平成 18年(2006) 売上げ２００億円を突破。 

 

*1: ＨＳＴ ＝ 静油圧無段変速機（Ｈｙｄｒｏｓｔａｔｉｃ Ｔａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ） 

*2: ＫＭＡ ＝ ｋｕｂｏｔａ Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ ｏｆ Ａｍｅｒｉｃａ ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ 
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環境方針 
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ISO14001認証取得活動状況 

 

平成１８年 ７月 ３日  小笠原社長によるキックオフ宣言 

平成１８年 ７月１４日～１５日  内部環境監査員教育受講 

平成１８年 ７月～１２月  環境マニュアル等書類整備 

平成１９年 １月１２日～１３日  予備審査（ロイド社） 

平成１９年 ２月１３日～１４日  ステージ１審査（ロイド社） 

平成１９年 ３月１４日～１６日  ステージ２審査（ロイド社） 

平成１９年 ３月２０日  認証取得（№ YKA 4003899） 

ISO14001:2004／JIS Ｑ14001:2004  

 

 

      ISO14001推進体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　

環境・エネルギー
管理統括者

代表取締役社長

ＥＭＳ管理責任者

環境対策委員会
省エネルギー推進委員会

経営者見直し会議
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環境・エネルギー管理

クボタ精機（株）
　　　　環境・エネルギー管理組織表
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長
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環境・エネルギー管理

エネルギー管理責任者
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（副委員長）

（委 員 長）
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    環境パフォーマンス 

産業廃棄物の管理 

１．産業廃棄物の管理方法 

従来の『産業廃棄物処理基本台帳』から㈱クボタの環境情報管理システム（ＫＥ

ＤＥＳ）に変更。 但し、Ｈ１９年度までは新旧で管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．産業廃棄物の処分量推移 

 

廃棄物名 単位 ２００３（Ｈ１５） ２００４（Ｈ１６） ２００５（Ｈ１７） ２００６（Ｈ１８）

雑介類（ごみ） ｔ 118 134 74 54

廃油水 ｔ 171.5 262.3 382.6 348.8

汚泥 ｔ 6.3 20.6 8.7 19.2

建設廃材 ｔ     3.7 0

プラスチック類 ｔ     18.9 35

ガラス類 ｔ     3 0

処分量計 ｔ 295.8 416.9 490.9 457.0

粗付金額（百万円） 3,903 5,086 5,753 5,878

処分量／粗付金額 ％ 0.076 0.082 0.085 0.078

前年度比 ％   7.9 3.7 -8.2

 

 

 

 

Ｈ１８年度　産業廃棄物処理基本台帳
　　（マニフェスト管理台帳）

予算 支払金額合計 残額
データ発信先 Ｈ１８上期 7600000 6,287,300 1,312,700

Ｈ１８下期 9110000 4,986,550 4,123,450
通期 16710000 11,273,850 5,436,150

交付番号 処理数量 支払金額 消費税 トータル金額 紛失理由
H18 4 5 20326793734 62 岡村　譲 429 ダイセキ 2 廃油水 4000 68,000 3,400 71,400 H18 5 7 62 岡村　譲 H18 5 7 62 岡村　譲 H18 5 7 62 岡村　譲
H18 4 5 20326793723 62 岡村　譲 429 ダイセキ 2 廃油水 4000 68,000 3,400 71,400 H18 5 7 62 岡村　譲 H18 5 7 62 岡村　譲 H18 5 7 62 岡村　譲
H18 4 5 20326793701 62 岡村　譲 429 ダイセキ 2 廃油水 8000 136,000 6,800 142,800 H18 5 7 62 岡村　譲 H18 5 7 62 岡村　譲 H18 5 7 62 岡村　譲
H18 4 10 20326792684 62 岡村　譲 429 ダイセキ 1 雑芥類 2 100,000 5,000 105,000 H18 4 28 62 岡村　譲 H18 4 28 62 岡村　譲 H18 4 28 62 岡村　譲
H18 4 10 20546117244 62 岡村　譲 641 関西特殊 2 廃油水 400 12,000 600 12,600 H18 4 10 62 岡村　譲 H18 4 10 62 岡村　譲 H18 4 10 62 岡村　譲
H18 4 10 37047641610 62 岡村　譲 641 関西特殊 2 廃油水 900 27,000 1,350 28,350 H18 4 10 62 岡村　譲 H18 4 10 62 岡村　譲 H18 4 10 62 岡村　譲
H18 4 10 20326793690 62 岡村　譲 429 ダイセキ 2 廃油水 4000 68,000 3,400 71,400 H18 5 7 62 岡村　譲 H18 5 7 62 岡村　譲 H18 5 7 62 岡村　譲

交付年月日 交付担当者 処理業者 Ｂ２票回収日 回収記録者産業廃棄物名
回収期限：Ｂ２・Ｄ票（交付日から９０日・特管物は６０日）、Ｅ票（交付日から１８０日）

Ｄ票回収日 Ｅ票回収日回収記録者 回収記録者

７：カン類、８：ダンボール、９：書類、１０：新聞・雑誌、１１：プラスチック類［ビニール］（㎥）、１２：ガラス類、１３：特管物、９９：その他

Ｈ１８集計表

１．雑芥類（ｔ),２：.廃油水（L)、３：汚泥（ｔ）、４：パソコン・電化品、５：建設廃材（㎥）、６：一般廃棄物
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省エネルギー活動 

【省エネルギー、温室効果ガスの削減】 

平成１７年度にエネルギー使用量が年間３,０００Kl 以上の工場として、エネルギー

管理指定工場第１種の指定を受け、省エネルギー対し削減が義務づけられ、中期計画（３

ヶ年）を毎年前年比１％（原単位）の削減計画を提出し推進している。 

 

 

 

 

 

 

等の活動をエネルギー管理表で毎月のエネルギー使用量を管理し、原油換算/粗付金

額の前年比が１％削減されているかどうかチェックしている。 

 

 

 

１）エネルギー管理表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雑介類（ごみ）の処分量推移
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（トン） 廃油水の処分量推移
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（トン）

(ﾏｲﾈｯﾄﾜｰｸ→PBULIC-seigi-server-02→エネルギー管理表（データ発信元） 　夜間％未記入は昼間買電とする。

原油換算合計/ 原単位 原油換算合計/ 原単位

年度 月度 夜間％ 昼間買電 夜間買電 夜間％ 昼間買電 夜間買電 昼間買電 夜間買電 粗付金額（百万） 前年比（％） 粗付金額（百万） 前年比（％）
4 884,490 37.4 553,691 330,799 10,035,453 174,337 39.4 105,648 68,689 2,204,680 10,649 173,400 669,988 399,488 1,069,476 12,413,533 10,704 662,343 10,704 662,343 555,208,671 0.536 0.967 0.565 0.931
5 872,940 36.3 556,063 316,877 9,938,087 87,828 38.9 53,663 34,165 1,261,348 8,419 147,072 618,145 351,042 969,187 11,346,507 32,388 1,524,802 32,388 1,524,802 432,426,936 0.686 1.044 0.725 1.006
6 1,020,070 36.5 647,744 372,326 11,386,602 83,144 37.2 52,214 30,930 1,211,650 9,323 156,229 709,282 403,255 1,112,537 12,754,481 94,820 4,185,191 94,820 4,185,191 487,485,805 0.839 1.110 0.876 1.070
7 1,092,110 36.9 689,121 402,989 13,038,917 91,481 36.4 58,182 33,299 1,348,590 10,075 168,985 757,378 436,288 1,193,666 14,556,492 115,295 5,037,831 115,295 5,037,831 490,844,808 0.928 1.142 0.965 1.104
8 919,080 36.4 584,535 334,545 11,472,595 81,088 35.3 52,464 28,624 1,275,790 10,641 180,434 647,640 363,169 1,010,809 12,928,819 109,655 4,802,965 109,655 4,802,965 434,004,908 0.921 1.122 0.958 1.088
9 1,087,020 36.8 686,997 400,023 13,123,563 89,214 36.3 56,829 32,385 1,370,620 10,085 172,798 753,911 432,408 1,186,319 14,666,981 94,058 4,081,363 94,058 4,081,363 489,600,270 0.875 1.082 0.912 1.049

5,875,710 36.7 3,718,151 2,157,559 68,995,217 607092 37.3 380,950 226,142 8672678 59192 998918 4,156,344 2,385,650 6,541,994 78,666,813 456920 20294495 0 0 456,920 20,294,495 2,889,571,398 0.787 1.061 0.823 1.030
10 1,086,600 36.4 691,078 395,522 12,238,314 88376 34.7 57,710 30,666 1,314,001 7961 145056 756,748 426,189 1,182,937 13,697,371 30,810 1,495,735 30,810 1,495,735 503,233,544 0.700 1.056 0.739 1.025
11 1,083,450 36.9 683,657 399,793 12,184,556 91758 32.5 61,937 29,821 1,303,045 8580 147266 754,174 429,614 1,183,788 13,634,867 9,656 623,330 9,656 623,330 518,777,508 0.630 1.058 0.664 1.027
12 1,142,770 37.8 710,803 431,967 12,879,231 102882 33.5 68,417 34,465 1,421,071 9695 159257 788,914 466,433 1,255,347 14,459,559 33,993 2,042,466 33,993 2,042,466 543,482,528 0.688 1.056 0.721 1.025
1 1,025,460 37.0 646,040 379,420 12,170,315 82075 39.6 49,573 32,502 1,218,365 11025 173022 706,638 411,922 1,118,560 13,561,702 39,141 2,284,937 39,141 2,284,937 490,280,229 0.701 1.036 0.732 1.006
2 1,024,570 37.3 642,405 382,165 12,068,452 101333 33.6 67,285 34,048 1,426,929 9583 158097 719,274 416,212 1,135,486 13,653,478 34,532 2,067,853 34,532 2,067,853 444,167,978 0.773 1.031 0.808 1.001
3 1,081,130 37.4 676,787 404,343 12,321,238 80648 33.6 53,550 27,098 1,201,786 9583 158097 739,921 431,440 1,171,361 13,681,121 31,259 1,929,636 31,259 1,929,636 488,816,902 0.715 1.037 0.749 1.006

6,443,980 37.1 4,050,770 2,393,210 73,862,106 547072 34.6 358,471 188,601 7885197 56427 940795 4,465,668 2,581,811 7,047,479 82,688,098 179391 10443957 0 0 179,391 10,443,957 2,988,758,689 0.696 1.032 0.730 1.002
合計 12,319,690 36.9 7,768,921 4,550,769 142,857,323 1154164 35.9 739,422 414,742 16557875 115619 1939713 8,622,012 4,967,461 13,589,473 161,354,911 636311 30738452 0 0 636,311 30,738,452 5,878,330,087 0.741 1.048 0.776 1.018

Ｈ
１
８

上期小計

下期小計

運送委託分含まない原単位 運送委託分を含む原単位

平成19年6月3日
品質保証部　環境・安全衛生課

粗付金額（円）東工場使用量 東工場金額

都市ガス（㎥）及び支払金額(円）

大阪府提出書類（定期報告書）
近畿経済局提出書類（Ｈ１７エネルギー使用状況届出書）
近畿経済局提出書類（定期報告書）

クボタ本社提出書類（定期報告書）

エネルギー管理表（データ発信元）

　
（

リ
ン
ク
先

）

関
連
書
類

電力料金他管理表（グラフ）
最大電力管理表（日々管理表）
エネルギー原単位管理表（月度毎低減推移率）
エネルギー使用量実績及び二酸化炭素排出量算定

本工場金額

年月日

東工場金額 事務棟電力量 事務棟金額

電気（ＫＷｈ）及び支払金額（円）

電力量計期 本工場金額 支払金額計本工場電力量 東工場電力量 本工場使用量 使用量計 支払金額計

・スイッチ箇所に節電のフレートを貼付。 

・休憩時間完全消灯の実施を継続。 

・室内温度の適正管理。（夏 28℃・ 冬 20℃） 

・エアコンフィルターの清掃管理を徹底。 

・コンプレッサーの点検管理を徹底。（始業前） 

・吐出圧、使用端圧の低減。 

・社用車での同一方向の重複出張を削減し、燃料費の削減を図る。
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２）エネルギー使用量の推移 

エネルギー名 単位 ２００３（Ｈ１５） ２００４（Ｈ１６） ２００５（Ｈ１７） ２００６（Ｈ１８）

電気 ＫＷ 9,575,806 11,025,584 12,452,828 13,589,115

都市ガス ㎥ 527,722 661,974 719,363 636,311

ガソリン Ｌ 7,088 7,381 7,448 7,700

軽油 Ｌ 12,727 12,175 10,198 10,036

灯油 Ｌ 1,616 1,820 2,264 96

エ
ネ
ル
ギ
ー
名 

ＬＰＧ ㎥ 2,996 2,990 3,374 3,728

原油換算 ＫＬ 3,096 3,628 3,984 4,174

粗付金額 百万円 3,903 5,086 5,753 5,878

原油換算／粗付金額 ％ 0.793 0.713 0.692 0.710

原
単
位 

対前年度比 ％ - 0.899 0.971 1.026

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原油換算（ＫＬ）及び粗付金額(百万円）
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３）PRTR年間使用量 

 

 

化学物質の管理 

１．化学物質の管理方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．化学物質の年間使用量（Ｋｇ） 

化学物質名 
Ｈ16 

取扱量 

Ｈ17 

取扱量 

Ｈ１８ 

取扱量 

ポリオキシエチレン      1.5 

ほう素 188 209 210 

２-アミノエタノール  289 213 79.8 

トルエン  3 30 40.8 

スチレン 174 193 192 

クロム及び３価クロム化合物 89 100 18.5 

液状エポキシ樹脂 130 146 8.1 

キシレン 85 268 64.9 

エチルベンゼン 87 171 41.6 

酢酸プチル     8.2 

１，３，５-トリメチルベンゼン     0.5 

ＨＣＦＣ-２２５     10.2 

二硫化モリブデン     1.7 

銅水溶性塩     0.5 

セロソルブアセテート     0.1 

 

 
 

３．Ｈ１８年度取扱量届出有無 

 

 

 

 

１）原材料・薬品等使用許可登録台帳 

未配布

（L)

PR001 20060612 スーパーUDT クボタ純正オイル 油性 作動油 有 出光興産 阪堺石油 200 32,400 第４石 No No No No No

PR002 M80B クボタ純正ギャオイル 油性 作動油 有 新日本石油 阪堺石油 200 31,000 第４石 No１６９ 鉱油 90 No No No No

PR003 DTE　２４ 工業用潤滑油 油性 作動油 有 エクソンモービル 阪堺石油 20 4,900 第４石 No１６９ 鉱油 100 No No No No

PR004 SHT　３２ ニューレックス 油性 コンプレッサー油 有 エクソンモービル 阪堺石油 200 48,000 第４石 No１６９ 鉱油 100 No No No No

PR005 D１１０ エクソール 油性 洗浄油 有 エクソンモービル 阪堺石油 20 4,200 第３石 No No No No No

No 対象物質名 含有量含有量 No 対象物質名 含有量対象物質名 含有量 No 対象物質名No 対象物質名 含有量 No含有量 政令番号 対象物質名 含有量対象物質名 含有量 政令番号 対象物質名政令番号 対象物質名 含有量 政令番号購入先 購入単位 単価 消防法種別 主用途 メーカー名許可No 許可年月日 品番 品名

物質　１ 物質　１ 物質　２ 物質　３ 物質　４物質　２ 物質　３データーシート有無 物質　５

（例）１～１０％の場合、最大値１０％を登録する。

物質　４

ＰＲＴＲ法含有物質及び最大含有量

原材料・薬品等使用許可登録台帳
労働安全衛生法通知対象物

登録時単価(参考）

配布年月日 2006/12/15

文書番号・版 723-0001-1　初版

配布番号

２）油類購入管理台帳 

H１８年度

（L)
製品Ｎｏ 品番 品名 種別 購入先 購入単位 単価 購入量 購入金額 購入量 購入金額 購入量 購入金額 購入量 購入金額 購入量 購入金額

PR001 スーパーUDT クボタ純正オイル 油性 阪堺石油 200 32400 14400 2332800 13400 2170800 13600 2203200 10000 1620000 13000 2106000

PR002 M80B クボタ純正ギャオイル 油性 阪堺石油 200 31000 400 62000 400 62000 400 62000 400 62000 400 62000
PR003 DTE　２４ 工業用潤滑油 油性 阪堺石油 20 4900 160 39200 120 29400 240 58800 80 19600
PR004 SHT　３２ ニューレックス 油性 阪堺石油 200 48000

PR005 D１１０ エクソール 油性 阪堺石油 20 4200 1000 210000 340 71400 1200 252000 1400 294000 1200 252000

（新規採用又は変更する場合、化学物質使用申請書で承認を得ること。）
油類購入管理台帳

４月度 ５月度 ６月度 ７月度 ８月度
注）購入金額集計は契約時見積金額及びドラムでの購入金額の為、変動有

別紙-2 事業所名

作業シート2 所属

氏名

※2
製品毎の
対象物質

として
の取扱量

第一種
指定化学

物質としての
取扱量

（kg/年） （kg/年）

（a） （b） （a）×（b）

Ｎｏ２００カストロール 0 0.0

ＣＬ-５ユシロオイル 152.46 1.5

有  ・  無 1.5
ＮＣ１４１Ｋトップカット 0 0.0
ＳＶ７００ＴＧＳスーパークール 560 33.6
ＳＶ７００Ｂスーパークール 1620 97.2
ＳＶ４００Ｇスーパークール 80 4.8
ＲＷ６００Ｇスーパークール 680 40.8
ＳＶ６００Ｓスーパークール 500 25.0

Ｍ-９１ルソール 200 8.6

有  ・  無 210.0

ほう素 304

排出・移動量報告の必要性※4 取扱量合計

ポリオキシエチレン
ノニルフェニルエー
テル

9016
-45-9

排出・移動量報告の必要性※4 取扱量合計

作業シート2は、作業シート1で整理した第一種指定化学物質の取扱量を、事業所全体での合計値にま
とめ、排出・移動量報告の必要性の有無を確認するためのシートです。

PRTR法
第一種指定化学物質名

PRTR法
物質
番号

※1
物質群化合物

（物質群として指定されている
場合のみ記入）

含有される
商品名・製品名 等

※3
換算
係数

化合物名 CAS番号

200６年度分PRTR調査

クボタ精機㈱

記入
担当

品質保証部環境安全衛生課

岡村　譲

１物質で年間１トン以内につき大阪府への届出必要なし 
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天然資源枯渇の低減 

・紙の消費量を前年比５％削減 

   今年度は、ISO9001・14001 の認証取得活動もあり、目標の前年比５％削減が

達成できなかった。 

・グリー購入法に基づく購入の推進 

   再生紙導入率 ４１．２％ （昨年度実績 ０ ％） 

  

 

 

目的・目標の達成状況 

 

（2006/04/01～2007/03/31） 

  単位 目  標 実  績 達成率 評価 備     考 前年比

エネルギー消費量（原単位）の低減 

       （前年比  １％ 低減） 
kl 

692,508

(688.670) 
710.066 97.40% ▲ 目標値は前年比△１％ 2.60%

産業廃棄物の低減 

       （前年比  ５％ 低減） 
千円 11,135 11,273 98.76% △ 目標値は前年比△５％ -3.80%

紙の納入量を低減 

       （前年比  ５％ 低減） 
㎏ 4359.36 5,109.48 82.79% ▲ 目標値は前年比△５％ 11.30%

社用車の燃料使用量を低減 

       （前年比  ５％ 低減） 
㍑ 7,091 7,700 91.41% ▲ 目標値は前年比△５％ 3.20%

※ 自己評価の基準 ◎：目標超過達成 ○：目標達成 △：目標概ね達成 ▲：目標未達成 
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環境関連法との対応状況 

 

大気管理状況 

当社として、大気汚染の特定管理施設は無く、大気汚染の管理の必要はありませんが、

当社の社用車ステッカーを貼付ポスターを掲示しアイドリングストップ運度を展開し

ています。 また、当社工場に出入りする協力会社の輸送用トラック等については、協

力会社へ「環境保全活動への協力依頼」をし、アイドリングストップ運度を展開してい

ます。 

 

水質管理状況 

排水処理施設としての特定管理施設はありませんが、湿式集塵機からの排水があるた

め、水質調査を実施した結果、全て規制基準値以内であり問題はありませんでした。 

 

騒音・振動管理状況 

振動発生施設は無く、コンプレッサー・マシニングセンタ・ＮＣ旋盤等の騒音発生施

設からの騒音に対し、平成１９年１月に外部測定機関に委託し、敷地境界線７ヶ所で昼

夜の測定を実施した結果、規制基準値をクリアしていました。また、朝の測定に対して

未実施のため、平成１９年７月に朝・昼・夜を測定する予定です。 

 

有害化学物質 

当社で使用している化学物質の原材料・使用数量を化学物質使用量調査により調査し、

ＰＲＴＲ法及び毒劇法による指定化学物質を確認して成分表及びＭＳＤＳ（製品安全デ

ータ）を入手し、台帳で管理しています。 年間の使用量は１ｔ未満であるため、官公

庁への届けての義務はありません。 

 

【ＰＣＢ管理】 

コンプレッサー室にコンデンサー（３基）を専用缶に入れ保管し、点検を毎月実施（堺

市に届出）（平成１７年７月に日本環境安全事業㈱にＰＣＢの処分を早期登録していま

す。） 

また、環境管理部から微量ＰＣＢの取扱について指導があり、使用中の変圧器及びコ

ンデンサーのメーカーに確認した結果、含有されている可能性があると報告された機器

を分析した結果、事務所用動力変圧器に２．１ｍｇ/ｋｇの含有が確認された。 

第１棟西側のコンデンサー１基が未分析であるので更新時分析後処分する必要があ

る。 

【保管状況】 
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環境に関する苦情・要望について 

環境に関連する苦情に関しては、発生しておりませんが、当社環境方針を開示した結

果、要望された件数が７２社ありました。 

 

危険物取扱について 

生産量増大に伴い、全体の油使用量が増加し、現在、貯蔵量の関係から油の種類を水

溶性・難燃性に変更し、少量危険物取扱所として変更申請しております。また、消防署

から工場の建屋の構造変更を改善命令として指摘され、施工業者を交え対策を検討中で

す。 

 

環境コミュニケーション 

 

地域の皆様との交流 

1) 大阪木材工場団地協同組合 役員会(3回) 

2) 大阪木材工場団地協同組合「不法・迷惑駐車」撲滅運動 

3) 黒山消防署危険物部会 (3/22) 

 

地域美化活動 

・工場周辺の清掃活動 

（冬季を除く年７回実施） 

  実施日 実施職場 参加人数

1 4月 26日 間接関係（業務部他） 28 

2 5 月 24日 製造１課（１１－１～１１－５他） 39 

3 6 月 28日 製造１課（１０－２～１０－６他） 45 

4 7 月 26日 製造２課（１４－１，１６－１他） 27 

5 8 月 30日 製造２課及び購買部 26 

6 9 月 27日 製造３課及び製造間接 30 

7 10月 25日 間接関係（業務部他） 32 
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環境リスクマネジメント 

環境リスクの最小化を図るために、作業標準に沿った作業を徹底するとともに設備点

検や必要なメンテナンスを確実に実施しています。 

 

油の流出による場外流出阻止の対応訓練 

万一の環境事故の発生を想定し、汚染を最小限に抑えるための対応手順を定め定期的

に対応訓練を実施しています。作成し、工場内で、油が流出したとして、 

 

 場内で、廃油を搬送する際の流出事故を想定した対応訓練を実施（07/02/12・07/03/08） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２棟２Ｆで火災が発生したのを想定して避難及び消火訓練 

 

07/03/08に避難訓練 

及び消火訓練を実施 

初期消火活動における 

消火器の使用方法 

（ﾌｼﾞﾀｶ防災 実施指導） 
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      環境マネジメントシステムフロー 

 

社　　長 ＥＭＳ管理責任者
製　　　　造　　　　部

製造第１課 製造第２課 製造第３課 生産技術課 物　流　課 営　業　課 開　発　課 生産管理課 品質保証課 購　買　課 管　理　課 労　務　課
協力会社

開　　発　　営　　業　　部 品質保証部 購　買　部 業　　務　　部

環　　　境　　　影　　　響　　　評　　価（分析調査）

環境影響評価（ラインアンケート） 　　　　　　　環境影響分析シート （Ｉ／Ｏ方式）

作業・工程の分析表

著しい環境側面一覧【部門】　作成（策定）著しい環境側面一覧【部門】　作成（策定）

著しい環境
側面一覧
（全社）

環境目的・
目標一覧
（全社）

環境マネジメントプログラム【部門】　作成（策定）

環境
マネジメント
プログラム

（全社）

承認
作成

環境マネジメントプログラム【部門】報告書

環境マネジメントプログラム（全社）報告書

作成

見直し

見直し

見直し

承認

承認

実
施
・運
用

実
施
・運
用

作成

協力依頼

マネジメントレビュー（役員部長会＝経営者見直し会議）　４月・１０月に実施

内
部
環
境
監
査
（
外
部
審
査
）

報　告

外　部　コ　ミ　ュ　ニ　ケ　ー　シ　ョ　ン（苦情・要望）

報　告

見直し

作成

環
境
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
（98

1
-
0
0
0
1

）

承認

役員部長会・部門長会議・全員朝礼により周知

　

不適合及び是正予防処置

環境マネジメントプログラム【部門】報告書　　

環境マネジメントプログラム（全社）　配布

測
定
管
理
基
準
一
覧
表

順守評価

環　

境　

・
エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
委
員
会

環境方針

社外に開示

環
境
影
響
評
価
登
録
規
定
（721

-
0
00

1

）

緊
急
事
態
へ
の
準
備
及
び
対
応
規
定
（72

1
-
00

0
8

）

環
境
影
目
的
・目
標
設
定
規
定
（721

-
00

0
3

）

環
境
関
連
法
規
制
登
録
規
定
（72

1
-0

0
0
2

）

環
境
関
連
設
備
管
理
規
定
（721

-
0
00

7

）

環
境
監
視
・測
定
管
理
規
定
（721

-
0
00

9

）

環
境
情
報
管
理
規
定
（72

1
-0

0
0
5

）

内
部
環
境
監
査
規
定
（721

-
0
01

1

）

不
適
合
及
び
是
正
・予
防
処
置
規
定
（72

1-
0
01

0

）

環
境
文
書
管
理
規
定
（72

1
-0

0
0
6

）          　
　
　

   

環
境
教
育
・訓
練
規
定
（72

1
-0

0
0
4

）
環
境
会
議
規
定
（72

1
-
00

1
2

）

廃
棄
物
処
理
要
領
（722

-
0
00

1

）　　
　
　
　
　
　
　
　
　

化
学
物
質
管
理
要
領
（723

-
0
00

1

）　　
　
　
　
　
　
　
　
　

エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
要
領
（72

4
-
00

0
1

）

関　連　規　定　等

環
境
方
針

報　告

特定した緊急事態の手順による訓練（テスト）

教　

育
・　

訓　

練

環
境
関
連
法
・
条
例
・
そ
の
他
要
求
事
項
一
覧
表　

作
成

環境・安全衛生課

環
境
関
連
法
・
条
例
・
そ
の
他
要
求
事
項
確
認
表

環境マネジメントプログラム【部門】　作成（策定）　　

環境目的・目標一覧（全社）配布

環境目的・目標一覧【部門】　作成（策定）環境目的・目標一覧【部門】　作成（策定）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　著　し　い　環　境　側　面　一　覧　（全社）　配布

環
境
関
連
施
設
一
覧
表

手順見直し

緊
急
事
態
特
定
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〒587-0042 

大阪府堺市美原区木材通４丁目１５番４号 

品質保証部 環境・安全衛生課 

     

２００７年６月 発行 
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